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2022 年科学技術研究調査 調査項目の変更のお知らせ 

 

2022 年科学技術研究調査から、次のとおり調査項目の一部を変更しています。 
 

◯研究関係従業者数（調査票第２面） 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

「研究関係従業者数」の「実数」のうち数として、「うち労働者派遣法に基づく派遣労働者」を追加

しました。 

これまで、「研究関係従業者数」には、（ア）「貴法人の従業者」のほか、（イ）「貴法人が受け入れて

いる労働者派遣法に基づく派遣労働者」と（ウ）「貴法人が受け入れている出向者」を含めて記入いた

だいておりましたが、そのうち、（イ）「貴法人が受け入れている労働者派遣法に基づく派遣労働者」に

ついては、今回から「うち労働者派遣法に基づく派遣労働者」にも、うち数として記入してください。 

 

○乙 
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◯研究者の専門別内訳（調査票第４面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯内部で使用した研究費（調査票第５面） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「数学・物理」を「数学」と「物理」に分割

しました。 

これまで「数学」と「物理」をまとめて記入

いただいておりましたが、それぞれで記入する

ことになります。 

（専門別内訳の内容例示については、調査票

記入上の注意 15～16ページをご覧ください。） 

「土地・建物など」を「土地」と「建物など」

に分割しました。 

これまで「土地」と「建物など」をまとめて

記入いただいておりましたが、それぞれで記入

することになります。 

 

 
「その他の経費」のうち数として「うち派遣

労働者に関する費用」を追加しました。 

これまで「派遣労働者に関する費用」は「人

件費」に含めて記入いただいておりましたが、

今回から「その他の経費」に含めるとともに、

うち数としても記入してください。 

（詳細については、調査票記入上の注意 18

～19 ページをご覧ください。） 
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◯特定目的別研究費（調査票第６面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新たに「ＡＩ分野」、「バイオテクノロジー分野」、「量子技術分野」の３分野を追

加しました。 

（各分野の内容例示については、調査票記入上の注意 25 ページをご覧ください。） 

 

「他の７分野との重複有」を追加しました。 

これまで、研究内容が複数の分野にまたがる研究がある場合は、その金額を各分野にそれぞれ記入

いただいておりました。複数の分野で金額の重複があってもそのまま記入いただいていたところです

が、分野間での重複を示すものとして、この欄を塗りつぶしてください。 

（詳細については、調査票記入上の注意 23～24 ページをご覧ください。） 
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◯外部から受け入れた研究費（調査票第７面）、外部へ支出した研究費（調査票第８面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯その他 
 
 

 

「海外」の区分に「政

府機関」と「民間非営利

団体」を追加しました。 

これまでは、海外か

らの受け入れ又は海外

への支出に関し、「会

社」と「大学」以外は「そ

の他」にまとめて記入

いただいておりました

が、「政府機関」と「民

間非営利団体」との研

究資金の受け渡しにつ

いては、こちらの欄に

記入してください。 

（組織分類について

は、調査票記入上の注

意28～29ページをご覧

ください。） 

「科研費等公的資金」の受け入れ又はこれを原資とする外部への支出について、記入上の取り扱い

が変わります。（詳細については、調査票記入上の注意 30～31ページをご覧ください。） 

外部から受け入れた研究費では、日本国内の会社から受け入れた研究費に関して、「会社から受け入れ

た研究費の名目」を追加しました。受け入れた研究費に「共同研究費」、「受託研究費」及び「寄附金」

が含まれる場合、受入額とうち内部で使用した研究費をそれぞれ記入してください（「外部から受け入れ

た研究費」のみ該当）。 

調査期日を３月 31 日現在から６月１日現在に変更しましたが、従業者関係事項（３月 31 日現在）及び

財務関係事項（３月 31 日又はこの直近の決算日からさかのぼる１年間分）に関する回答の時点は変更あり

ません。 

 

 

 


